
 

　　　防災対策の充実を求める意見書 

 

　令和４年12月現在、三重県においては、公立小中学校の全体の25.1％にあたる

124校の小中学校が、県の公表する津波浸水想定区域内に立地し、うち108校は避

難所に指定されています。時間的に余裕をもって避難できる高台が周辺になく、

津波に対する安全性が確保されない学校については、高台移転や高層化などの対

策が求められます。令和７年３月31日、南海トラフ巨大地震対策検討ワーキング

グループでとりまとめた報告書では、対策がさらに進めば犠牲者は大幅に減ると

の指摘もあり、早急な対応が必要です。 

　また、多発化・激甚化する災害を鑑みて、避難所の運営に関しては、介助・介

護が必要な高齢者、障がい者、女性、乳幼児、外国人への配慮など、まだまだ改

善すべき課題は山積しています。国の責任において、安心して被災者が避難でき

るように備えるべきです。 

　以上の理由から、過去の災害に学び、最善の備えを整えていくという考えのも

と、防災に関わる施策がさらに充実され、巨大地震等の災害を想定した防災対策

の充実を進めることを強く求めます。 

 

　以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

　令和７年９月３０日 

 

いなべ市議会　　　 

 

　衆議院議長　　額賀　福志郎　様 

　参議院議長　　関口　昌一　　様 

　内閣総理大臣　石破　　茂　　様 

　総務大臣　　　村上　誠一郎　様 

　財務大臣　　　加藤　勝信　　様 

　文部科学大臣　あべ　俊子　　様 

 


